
鹿島市行財政運営プラン

～第七次総合計画の実現に向けて～

令和３年３月 鹿島市
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〔はじめに〕
～行財政運営プラン策定の背景と目的～

本市では、平成２８年２月（平成２９年３月一部改正）に策定した「鹿島市行財政改
革プラン」に基づき、歳出削減（超過勤務時間の削減、既存事業の見直しなど）や
歳入確保対策（ふるさと納税推進、行政財産使用料の見直しなど）、組織の見直し
などを行いながら効率的な行財政運営に努めてきました。

しかしながら、近年においては地震や豪雨、大型台風などによる大規模災害への
対応、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行による生活様式の変化や経済
への影響など、社会構造や経済情勢などは急速に変化し、自治体を取り巻く状況
は大きく変化しています。

そのため、第七次鹿島市総合計画で掲げている「みんなが住みやすく、暮らしや
すいまちづくり」の実現に向け、「鹿島市行財政運営プラン」では、急速に変化する
社会経済情勢に対応するため、市政運営（組織、財政等）に関する今後５年間の取
組みの方向性を示し、効率的かつ持続可能な行財政運営を目指していきます。
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〔これまでの行財政改革〕
～「行財政改革大綱」と「行財政改革プラン」の概要～

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

第四次総合計画（後期）

まち・ひと・しごと創生総合戦略

第五次総合計画 第六次総合計画

第一次行財政改革大綱
（財政基盤強化計画）

第二次行財政改革大綱 行財政改革プラン
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●行財政改革大綱（平成１８年度～平成２７年度）

平成１８年度から始まった第一次行財政改革大綱では、地方交付税などの歳入

減に伴う市の財政基盤強化のため、職員数の削減や民間委託の推進、投資的事

業の抑制などにより経常経費の削減に取り組んできました。また、第二次では、

第一次の目標が概ね達成できたとして、健全な財政を維持しながら、組織体制の

見直しや職員の能力向上にも取り組んできました。

●行財政改革プラン（平成２８年度～）

平成２８年度から始まった行財政改革プランは、人口減少に歯止めをかける施

策を展開していくため、限りある人と予算の効率性の向上を図ることを目的とし、

社会情勢の変化等を見極めながら、毎年度の取組み項目を設定し、歳出削減や

組織体制の見直し等に取り組んできました。
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〔これからの行財政改革〕
～行財政運営プランの基本的な考え方～

社会情勢の変化に柔軟に対応し、持続可能な行政運営を目指すため、行財政運営プ
ランでは、今後５年間の基本的な柱を以下のとおりとし、必要に応じて取組み項目を設
定していくこととします。

Ⅰ効率的かつ効果的な行政運営

社会情勢の変化に柔軟に対応していくため、必要な組織や職員数の見直し、職員
の能力向上、ＡＩやＲＰＡなどのＩＣＴ活用推進などにより業務改善を図りながら行政
サービスの維持・向上を目指していきます。

Ⅱ安定的かつ健全な財政運営

持続可能な行政運営を目指すには、安定的な財政運営も必要であることから、財源
の確保、事業の見直し、市債の適正管理に努めることで健全な財政を目指していきま
す。
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～行財政運営プランの位置付けと計画期間～

Ⅰ位置付け

行財政運営プランは、市の最上

位計画である「第七次鹿島市総合

計画」を実現するための市政運営

の指針と位置付けます。

第七次鹿島市総合計画体系図

基本

構想

基本計
画

実施計画

Ⅱ計画期間

令和３年度～令和７年度（５年間）

５年間の方向性を示して、社会情勢の変化等に柔軟に対応して

いくため、必要に応じて取組み項目などを見直していきます。
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～行財政運営プランの取組み～

●基本的な考え方で示している「効率的かつ効果的な行政運営」、「安定的かつ

健全な財政運営」の目標に向け、５年間で下記の項目に取り組んでいきます。

Ⅰ効率的かつ効果的な行政運営

①人材の確保と育成

② ＩＣＴの活用や業務委託の推進

③必要な組織の見直しや定数の

管理

Ⅱ安定的かつ健全な財政運営

①歳入確保対策の強化

②安定的な財政運営

③健全な財政運営
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～Ⅰ効率的かつ効果的な行政運営～

①人材の確保と育成

市民サービスの向上に向け、公文書など情

報の適正な管理や複雑・多様化する市民ニー

ズに対応できる人材の確保や職員の育成に

努めます（真の行政のプロフェッショナル）。

《具体的な取組み》

・多様な人材の確保

・適切な公文書管理の徹底

・時代の変化を踏まえた職員研修の実施

・自主的な能力開発への支援

・人事評価制度の人事管理（昇給、勤勉手

当、昇任、降任、分限処分等）への活用

② ＩＣＴの活用や業務委託の推進

ＡＩやＲＰＡなどＩＣＴを活用した業務改善や業

務委託による事務の効率化で市民サービスの

維持・向上に努めます。

《具体的な取組み》

・ＡＩやＲＰＡに対応可能な業務の検討

・業務委託可能事業の選別と推進

・マイナンバーカードの普及促進及び利活用

マイナンバーカードの交付率

令和元年度１６．５％ → 令和７年度７０％
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～Ⅰ効率的かつ効果的な行政運営～

③必要な組織の見直しや定数の管理

社会情勢の変化に対応する組織の見直しや

市民サービスの提供に必要な定数の適正管理

を行います。また、働き方改革実現に向けた超

過勤務時間削減等の取り組みを進めます。

《具体的な取組み》

・行政課題に対応した組織の見直し

・働き方改革や定年延長制度を見据え、職

員数を２３０人（±５人）程度とする

・ワークライフバランス推進のため超過勤務

時間の削減

職員一人当たりの年間超過勤務時間数

令和元年度１６７．２ｈ → 令和７年度１５０ｈ
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※職員定数の考え方

職員定数については、行財政改革大綱を引継ぎ行財政改革
プランの中でも、正規職員（派遣職員等除く）を２２５人に削減
するという目標を掲げ、取り組みを続けてきた結果、令和元年
度に目標を達成することができました。

これからの定数については、総務省より「地方公共団体は常
に組織及び運営の合理化に努め、地域の実情を踏まえ自主
的・計画的に適正な定員管理に取り組むことが求められてい
る」ことから、以下の要因等を考慮して「２３０人（±５人）程度」
と示すこととします。

・これまでの２２５人を基本としながらも、育児休業者等が年平
均５人程度おり、育児休業取得推進の観点から、２２５人にプラ
ス５人し、２３０人を基本数とする。

（プラスの要因）

・時限的な対応業務等（新型コロナウイルス対応、国民スポー
ツ大会等）による人員増加（＋５人程度）

（マイナスの要因）

・ＡＩ等のＩＣＴ活用や業務委託等での事務改善効果による人員
削減（－５人程度）



～Ⅱ安定的かつ健全な財政運営～

①歳入確保対策の強化

人口減少などにより今後の一般財源収入の

減少が見込まれることから、基金等に頼らない

財源確保が必要です。

《具体的な取組み》

・個人、企業版ふるさと納税推進

ふるさと納税寄附額

令和元年度６．３億円 → 令和７年度１０億円

・未利用市有財産の活用（売却）

・適正な課税対象の把握と納税意識の向上

②安定的な財政運営

限りある予算の効率化を図り、安定的かつ効

率的な財政運営を図るため、事業の見直しや

事業の重点化に努めます。

《具体的な取組み》

・事業見直しに向けた事業評価制度の検討

・働き方改革も合わせた超過勤務時間の削減

・民間委託等の検討

・職員の意識改革
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～Ⅱ安定的かつ健全な財政運営～

③健全な財政運営

社会経済情勢の変化に柔軟に対応しつつ、

基金や市債の適正管理などを行い、市民サー

ビスを維持するため、健全な財政運営に努めま

す。

《具体的な取組み》

・市債の適正管理

・財政調整基金は標準財政規模の１０％程度を

目安とし一定額の確保に努める

・公共施設等総合管理基本方針による公共施

設の適正管理

第七次

鹿島市総合計画の実現に向けて
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